
会派名 　市議会公明党

１　収　　入 政務活動費 円

２　支　　出

科　　　　目

令和1年 7月23日（火）～7月25日（木）

大阪府池田市：小中一貫教育の推進について

　令和1年11月18日（月）～11月19日（火）

広 報 費

広 聴 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

合 計

３　残　　額 円53,028

滋賀県大津市：全国市町村国際文化研究所

186,972

38,108

（単位：円）

　　　　　　　草加サタデースクールの取り組みについて

滋賀県守山市： 中心市街地活性化（駅前周辺整備）の推進について

令和元年度第2回　市町村議会議員特別セミナー

調 査 研 究 費

調 査 研 究 費
研 修 費

研 修 費

令和元年度政務活動費収支報告書

240,000

栃木県宇都宮市：移住定住促進について

埼玉県草加市：学校教育におけるICT教育の活用・推進について

金　　　額

和泉市立病院の指定管理者制度について（概要、現状、成果と課題）

備　　　　　考

令和1年11月13日（水）～11月14日（木）

大阪府和泉市：大阪府和泉市総合医療センター75,019

73,845

東京都永田町 文部科学省：学校におけるICT教育環境整備について



１、期日

２、視察場所 大阪府池田市
　　　 大阪府和泉市　

滋賀県守山市
　　　　　　　　　　　
３、参加者 市議会公明党、中津川自民クラブ

４、支出明細

金　　　額

44,419

16,200

14,400

75,019

政務活動費精算書

合　　　　　　　　計

宿泊費（大阪府） ② 8,100×２人

宿泊費（滋賀県） ③ 7,200×２人

自民クラブとの按分

明　　　　　細 領　収　書　番　号 備　　　考

令和１年7月23日（火）～7月25日（木）

交通費 ① 細江観光





１、期日 令和1年11月12日（火）～11月14日（木）

２、研修場所 東京都永田町
栃木県宇都宮市
埼玉県草加市

　　　　　　　　　　　
３、参加者 市議会公明党

４、支出明細

金　　　額

19,800

11,600

14,740

5,315

22,390

73,845

政務活動費精算書

合　　　　　　　　計

高速代 ⑤

宿泊費（栃木県） ② 5,800×２人

宿泊費（栃木県） ③ 7,370×２人

燃料費（レンタカー）

レンタカー ① ジャパンレンタカー

明　　　　　細 領　収　書　番　号 備　　　考

④











１、期日 令和１年11月18日（月）～11月19日（火）

２、視察場所 滋賀県大津市
全国市町村国際文化研究所（国際文化アカデミー）

3、参加者 市議会公明党

４、支出明細

金　　　額

13,300

440

9,420

14,948

38,108

政務活動費精算書

合　　　　　　　　計

交通費 支払証明書 404キロ×＠３７

振込手数料 ② 会派分1回のみ

高速代 ③ 中津川―大津（往復）

研修費 ① 6,650×２

明　　　　　細 領　収　書　番　号 備　　　考











別記様式・添付資料  

 

 
 

令和１年度会派視察報告書  

 

 

 

１．期   日  

 令和１年 7 月 23 日（火）～7 月 25 日（木）   

   

   

   

   

 

 

２．視 察 先  

 大阪府池田市   

 大阪府和泉市   

 滋賀県守山市   

   

   

 

 

３．目   的  

 大阪府池田市：小中一貫教育の推進について   

 大阪府和泉市：大阪府和泉市総合医療センター   

  和泉市立病院指定管理制度について（概要、現状、成果と課題）  

 滋賀県守山市： 中心市街地活性化（駅前周辺整備）の推進に

ついて  

 

 

 

 

４．参加者氏名  

 田口 文数   

 糸魚川 伸一   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

 別紙資料   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。  

 



市議会公明党行政視察報告書 

【視察研修項目】小中一貫教育の推進について 

【視察場所】 大阪府池田市 

【日程】 令和 1年 7月 23日（火）13：00～14：30 

【視察目的】 学校規模適正化により、教育環境が変化するなか、池田市は「教 

育日本一のまち」をめざし、3年間をかけて小中一貫教育を実施 

しています。 

中津川市の将来に向けた教育のあるべき姿を考察する。 

【参加者】 〇市議会公明党 

       田口文数 糸魚川伸一 

〇中津川自民クラブ   

       鷹見憲三 大堀寿延 勝彰 岡﨑隆彦 吉村浩平 柘植貴敏 

島﨑保人 水野賢一 森益基 吉村孝志 長谷川透 宮嶋寿明 

 

【説明者】教育部 教育政策課 

 

池田市の概要 

大阪府の北西部、大阪平野の北辺部に位置する。市域は

南北に細長く、北部は北摂山地の五月山と久安寺川沿い

の小盆地、南部は扇状地と猪名川の平野である。 

市の中央部にある五月山公園は、春の桜、秋の紅葉などで

市民に親しまれている。特産品として細河地区の植木が

あり、日本四大産地の 1つと言われている。市の広報誌と

して「広報いけだ」が月に 1度刊行されている。 

面積：22.14km2 

総人口：104,108人（推計人口、2020年 1月 1日） 

 

【視察研修内容】 

小中一貫教育の概要 

 各学校に小中一貫教育推進委員会を設置。学期ごとに一貫教育の取組み状況

を地域住民に発信し、意見もいただいている。 

 

○小中一貫教育に至った経緯 

 平成 20 年度から一貫教育の研究をスタート。23 年度に全ての中学校区で研

究委託を行い、3年間の研究の後、26年度から本格実施した。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%B9%B3%E9%87%8E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%97%E6%91%82%E5%B1%B1%E5%9C%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%94%E6%9C%88%E5%B1%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8C%AA%E5%90%8D%E5%B7%9D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%94%E6%9C%88%E5%B1%B1%E5%85%AC%E5%9C%92
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%82%AD%E3%83%AD%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB


 

○小中一貫教育に移行するときの市民の反応 

平成 22年度から保護者や地域住民を対象に説明会を開催。24年度までの 3年

間で開催 56回、参加者 1,575名。地元小学校がなくなるという事で反対もあ

ったが、きめ細かな説明等で地域住民の理解が得られた。 

 

○小中一貫教育にしたことによる効果 

 中学生は低学年に優しく接するようになり自立心が伸びる。低学年は高学年

への憧れや目標が生れより成長が促される。また、親の学校教育アンケートで

は、80％が一貫教育を肯定的に捉えている。 

 

○現状の課題 

 小学 6 年生における最高学年としての自覚が薄らぎ、学校行事における一人

ひとりの出番が減少する。 

 

 

 

 

 



【まとめ】 

・小中一貫教育の導入にあたり、３年間にわたって実施したきめ細かな地元説明

会と下準備が、地域の理解と小中一貫教育の実施に繋がったと感じた。 

・民間企業との連携や外部指導員の受入れ等により、英語教育の推進やＩＣＴ教

育の充実等独自の取組みを推進しており、当市においても参考とすべきとこ

ろが多くあった。 

・府教育委員会より教職員の人事権が市に移譲されたことで、優秀な人材の確保

と教育の充実に繋がっており、当市においてもその方向性を探るべき。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



市議会公明党行政視察報告書 

【視察研修項目】和泉市立病院の指定管理者制度について（概要、現状、成果と課題） 

【視察場所】 大阪府和泉市 和泉市立総合医療センター 

【日程】 令和 1年 7月 24日（火）13：00～15：00 

【視察目的】当市の病院事業は厳しい経営状況であり改善策が必要であると考 

える。指定管理を導入した和泉市の経緯や現状を参考に、中津川市 

の医療を存続できるようにするために大きな改革が必要です。 

【参加者】 〇市議会公明党 

       田口文数 糸魚川伸一 

〇中津川自民クラブ   

       鷹見憲三 大堀寿延 勝彰 岡﨑隆彦 吉村浩平 柘植貴敏 

島﨑保人 水野賢一 森益基 吉村孝志 長谷川透 宮嶋寿明 

 

【説明者】医療法人 徳洲会・岸和田徳洲会病院 

     和泉市立総合医療センター 

 

和泉市の概要 

昭和 50年代頃から大阪都心のベッドタウンとして開発が

進み、かつては人口増加率で大阪府下 1 位を記録するな

ど、宅地造成が活発に行われていた。現在でも泉北地域の

自治体では人口増加率が最も高い。よって市では、新しい

道路や施設の整備、企業誘致や観光振興など、様々なサー

ビス改善に力を入れている。平成 24年には、「ココロ ト

リコ イズミ」をキャッチフレーズとして採択。都市環境

と豊かな自然が調和した「トカイナカ」のシティプロモー

ションを行っている。また平成 26年度には、東洋経済新

報社「都市成長力ランキング」にて全国第 4位となった。 

               面積：84.98km2 

             総人口：185,348人 （2020年 1月 1日） 

 

 

 

 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%AD%E5%92%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%83%E3%83%89%E3%82%BF%E3%82%A6%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E7%94%BA%E6%9D%91%E9%81%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%96%BD%E8%A8%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AD%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%81%E3%82%B3%E3%83%94%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%B4%8B%E7%B5%8C%E6%B8%88%E6%96%B0%E5%A0%B1%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%B4%8B%E7%B5%8C%E6%B8%88%E6%96%B0%E5%A0%B1%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%82%AD%E3%83%AD%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB


【視察研修内容】 

○指定管理者導入の経緯 

・平成 16年に臨床研修制度により医師不足となり、18，19年に救急告示を取 

り下げた。19年度決算では 20億円の不良債務を計上した。 

・22年に特例債を発行し、がんセンター(307床)を整備し経営改善をしたが、救 

急医療の再開、施設の老朽化、赤字体質のため改善が困難。 

・24年に病院改革課を設置して、市立病院あり方検討委員会を開催。 

 指定管理者制度が相応しいと答申(提言)を踏まえて導入を決定した。 

 (医療・施設・経営)の３つの課題は、直営方式での対応は困難と判断。 

 

○指定管理者導入のその後（さらなる地域医療を担う魅力ある病院） 

 ①医療確保と救急再開、②患者・市民や職員にとって安全で、災害時に機能を 

発揮できる新病院建設、③健全な経営を目指します。 

・平成 30年には診療科が 16→33科、常勤医師 54名→83名に、病床稼働率 

97.3％となった。 

・指定管理者制度以降、経常経費が減少し赤字補填が不要となる。 

 

1963年（昭和 38年）4月 - 公立和泉病院（現・泉大津市立病院）分院として府

中町に開院。 

1972年（昭和 47年）4月 - 和泉市立病院に改称。 

1977年（昭和 52年）12月 - 新館が竣工。 

1979年（昭和 54年）5月 - 総合病院の認可を受ける。 

2004年（平成 16年）3月 - 南館を増築。 

2014年（平成 26年）4月 - 医療法人徳洲会が指定管理者となる。 

2018年（平成 30年）4月 - 和気町に新築移転され、和泉市立総合医療センター

に改称。大阪市立大学や近畿大学の協力のもと、医師数は 54 人から

82 名へ増員、診療科は 16 科から 32 科へ倍増された。また救急医療

についても 365日 24時間体制が構築された。 

 

【まとめ】 

・新病院の建設と指定管理者制度に併せておこなったことが、費用負担や建設費

負担など、市の負担金が少なく協議できたことが良かったと思います。 

・市民の病院である。患者さん、働かれている先生、関係者に喜んで頂ける病院。

利益は求めないと言われていた副理事長の言葉が印象的でした 

・市民説明会で大半が反対。良くするにはこれしかないと説得。組合にも交渉。

良い指定管理者を導入するからと理解して頂いた。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/1963%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B3%89%E5%A4%A7%E6%B4%A5%E5%B8%82%E7%AB%8B%E7%97%85%E9%99%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/1972%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/1977%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/12%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/1979%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/5%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/2004%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/2014%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BE%B3%E6%B4%B2%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/2018%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%B8%82%E7%AB%8B%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BF%91%E7%95%BF%E5%A4%A7%E5%AD%A6


   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



市議会公明党行政視察報告書 

【視察研修項目】中心市街地活性化（駅前周辺整備）の推進について 

【視察場所】 滋賀県守山市 

【日程】 令和 1年 7月 25日（木）10：00～12：00 

【視察目的】中津川市は平成 30 年 7 月から令和 6 年 3 月までの 5 年 9 ヶ月を

計画期間とする「第 2 期中心市街地活性化基本計画」を策定しま

した。守山市を参考に人口増加に繋がる施策が必要です。 

【参加者】 〇市議会公明党 

       田口文数・糸魚川伸一 

〇中津川自民クラブ   

       鷹見憲三 大堀寿延 勝彰 岡﨑隆彦 吉村浩平 柘植貴敏 

島﨑保人 水野賢一 森益基 吉村孝志 長谷川透 宮嶋寿明 

 

【説明者】都市経済部 都市活性化局 都市計画課課 

     都市経済部 都市活性化局 商工観光課 

     都市経済部 都市活性化局 都市政策室 

 

 

守山市の概要 

守山市は、近畿地方北東部、滋賀県の南西部に位置する市で

ある。守山とは、琵琶湖の対岸に位置する御山（比叡山）を

守る寺であった東門院に由来するという説がある。 

縄文時代から弥生時代の古代遺跡が多くあり、特に弥生期の

巨大集落跡は、国の初めを知る貴重な遺跡として注目されて

いる。壬申の乱以降東西交通の要衝として、野洲川が度々戦

場となった。 

室町時代に一向宗門徒の近江国における拠点ともなり、また

足利義昭の矢島御所（守山市矢島町）も設けられた。江戸時

代は、中山道を代表する宿場町の一つとして栄え、近年京都・

大阪のベッドタウンとして高い人口増加率を保持している。 

              面積：55.74km2 

              総人口：82,709人 （推計人口、2020年 1月 1日） 

 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BF%91%E7%95%BF%E5%9C%B0%E6%96%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%BB%8B%E8%B3%80%E7%9C%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%90%B5%E7%90%B6%E6%B9%96
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%94%E5%8F%A1%E5%B1%B1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%9D%B1%E9%96%80%E9%99%A2&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B8%84%E6%96%87%E6%99%82%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BC%A5%E7%94%9F%E6%99%82%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A3%AC%E7%94%B3%E3%81%AE%E4%B9%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%A4%E7%94%BA%E6%99%82%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%80%E5%90%91%E5%AE%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%80%E5%90%91%E5%AE%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BF%91%E6%B1%9F%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B6%B3%E5%88%A9%E7%BE%A9%E6%98%AD
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%9F%A2%E5%B3%B6%E5%BE%A1%E6%89%80&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B1%9F%E6%88%B8%E6%99%82%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B1%9F%E6%88%B8%E6%99%82%E4%BB%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B1%B1%E9%81%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%BF%E5%A0%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%AC%E9%83%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E9%98%AA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%83%E3%83%89%E3%82%BF%E3%82%A6%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%82%AD%E3%83%AD%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8E%A8%E8%A8%88%E4%BA%BA%E5%8F%A3


 

【視察研修内容】 

○第 1期中心市街地活性化基本計画(21年～26年) 

・基本理念：絆と活力ある「共生都市」の創造 

・文化を活かす取組み 

 ①中心市街地活性化交流プラザの整備：31年 3月末まで 32万人利用 

 ②教育施設(幼-小)の合築：福祉文化交流施設を合築。利便性の向上となる 

 ③市営駐車場の整備：守山幼稚園を改修して市内外から訪れる環境整備 

 ④案内表示の整備：回遊性向上のため、基本計画で整備した案内 

 ⑤チカ守山の整備：駅前ビルにカラオケ・カフェ・キッズフロアの整備 

 

・歴史を活かす取り組み 

 ①守山宿-町家“うの家”：宇野宗佑氏、森口華弘氏の品を展示 

 ②中山道街並み整備(修景助成)：年度おきに家屋の改修 

 

・水と緑を活かす取り組み 

 ①水辺遊歩道ネットワークの整備：地域資源の水辺を歩行空間に整備 

 ②あまが池親水緑地の整備：イベントの開催会場の整備 

 

○第 2期中心市街地活性化基本計画(27年～31年) 

・基本理念：住み続けたくなる絆と活力ある「共生都市」の創造 

 ①「守山銀座商店街再開発」「近江鉄道ビル建替え」「セルバ 1・２階活性化」

「火まつり交流館」の整備といった民間事業によるにぎわいの創出 

 （建替え等に向けて動いている民間事業によるにぎわいの創出を推進） 

 ②「健康予防・医学」に主眼を置いた新たなサービスの提供と充実 

 （すこやかまちづくり行動戦略の推進） 

 ③教育文化-医療福祉施設との連携 

 （滋賀県立総合病院の充実、市民病院との連携、新図書館による起業・就労の

支援） 

１計画期間 平成 27年 4月から平成 32年 3月まで 

２計画区域 約 177ha 

３基本理念

など 

基本理念 

『住み続けたくなる“絆と活力ある共生都市”の創造』基本方針 

（1）都市機能の充実及び周辺機能との連携と商業機能の魅力強化を図る 

（2）住み続けたくなる良好な居住環境の形成を図る 



（3）住民参加による地域資源の活用及び情報発信を図る 

４活性化の

目標 

目標 1 子どもから高齢者まで幅広い世代が誇りと愛着を持ち共生できるま

ち 

目標 2地域資源を活かし、魅力的で歩いて楽しく回遊できるまち 

目標 3新たなサービスにより、賑わいが感じられるまち（新計画で追加） 

５数値目標 

目標指標（1）中心市街地内の福祉・文化・交流施設の利用者数 466,854人

（平成 25年度実績)⇒507,000人（平成 31年度） 

目標指標（2）歩行者・自転車通行量（平日）15,742人（平成 25年度実績）

⇒16,200人（平成 31年度) 

目標指標（3）新規出店店舗数（新計画で追加）7店舗（平成 25年度実績） 

⇒35店舗（平成 27年度～平成 31年度) 

 

【まとめ】 

・2009 年の人口が 76,248 人だったのが、2019 年には 83,475 人に増加してい

る。高齢化率も 21.64％と低い数字で若い方が多い。 

・大阪、京都に近くベットタウンとなり、小学校では 1,200人を超える学校もあ

る。 

・市民の状況に合わせて、まちづくりをしていると思いました。 

・コンパクトな町であり、事業を起こしやすいと思い、中津川市でも実験的にコ

ンパクトシティを行っても良いのではと思います。 

 

 

 



別記様式・添付資料  

 

 
 

令和１年度会派視察・研修報告書  

 

 

 

１．期   日  

 令和１年 11 月 12 日（火）～11 月 14 日（木）   

   

   

   

   

 

 

２．視 察 先  

 東京都永田町   

 栃木県宇都宮市   

 埼玉県草加市   

   

   

 

 

３．目   的  

 東京都永田町、文部科学省： 

学校における ICT 教育環境整備について  

 

 栃木県宇都宮市：移住定住促進について   

 埼玉県草加市： 

学校教育における ICT 教育の推進、活用について 

草加サタデースクールの取り組みについて  

 

 

 

 

４．参加者氏名  

 田口 文数   

 糸魚川 伸一   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

 別紙資料   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。  

 



市議会公明党研修報告書 

【視察研修項目】 学校における ICT 教育環境整備について 

【視察場所】 東京都霞が関 参議院会館 

【日程】 令和 1年 11 月 12 日（水）13:00～15:00 

【視察目的】 文部科学省より学校における ICT 環境整備について 2018 年度以

降の学校における ICT 環境の整備方針で目標とされている水準

新学習指導要領が示されるとともに、2020 年より小学校におい

ては、プログラミング教育が必修化されるなど、ICT 機器を活用

することが想定されており、今後の当市における環境整備につ

いて考察する。 

【参加者】 市議会公明党 

      田口文数 ・ 糸魚川伸一 

【説明者】 文部科学省 初等中等教育局 情報教育・外国語教育課  

 

【視察研修内容】 

１．一人一台コンピュータ・高速ネットワークが可能とする「次世代の学校・

教育現場」 

◎デジタル教科書・AI ドリル 

・動画・アニメーション・音声等を活用し、効果的な学習、興味・関心を 

喚起 

・個々の子供の習熟度や状況に応じた、きめ細やかな指導、自動採点によ

る負担軽減 

◎遠隔・オンライン教育 

・過疎地・離島の子供たちが、多様な考えに触れる機会が充実するなど、

教育環境が飛躍的に向上 

・入院中の子供と教室をつないだ学びなど、学習機会を確保 

◎防災機能 

・無線 LAN などのネットワーク環境の充実により、災害時に避難所として

の防災機能を発揮 

 

２．学校の ICT 整備に係る地方財政措置 

文部科学省では、新学習指導要領の実施を見据え「2018 年度以降の学校

における ICT 環境の整備方針」を取りまとめるとともに、当該整備方針を

踏まえ「教育の ICT 化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022 年度）」



を策定。また、このために必要な経費について、2018～2022 年度まで単年

度 1,805 億円の地方財政措置を講じる。 

 

■標準的な１校当たりの財政措置額 

・小学校 ： 622 万円  

・中学校 ： 595 万円 

 

 

教育の ICT 化に向けた環境整備５か年計画（2018 年 2020 年度）  

◎文部科学省が目標としている水準と財政措置額 

・学習用コンピュータ：3クラスに 1クラス分程度（1日に 1コマ分

度、児童生徒が一人台環境で学習できる環境の実現 

・学習者用コンピュータ：3クラスに１クラス分程度整備 

・指導者用コンピュータ：授業を担任する教師１人１台 

・大型提示装置・実物投影機：100％整備各普通教室 1台、特別教室

用として 6台 

・超高速インターネット及び無線 LAN：100％整備 

・統合型校務支援システム：100％整備 

・ICT 支援員：4校に１人配置 

※上記のほか、学習用ツール、予備用学習者用コンピュータ、充電保

管庫、学習用サーバー、校務用サーバー、校務用コンピュータやセ

キュリティに関するソフトウエアについても整備 

 

３．世界の中での日本の ICT 教育 

◎ ＯＥＣＤ/ＴＡＬＩＳ 2018 年 教員環境の国際比較 

中学校で生徒に課題や学級での活動に ICT を活用させる 

→ 日本はＴＡＬＩＳ参加 48 か国中 47 位 

◎ 諸外国の ICT 活用状況比較 

    → 日本は 48 か国中最下位 48 位 

 

４．学校の ICT 環境整備の状況 

①教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数（目標：3クラスに 1クラス 

分程度） 

→5.6 人/台（5.9 人/台） 

②普通教室の無線 LAN 整備率（目標：100％） 

→34.4％（29.6％） 



普通教室の校内 LAN 整備率（目標：100％） 

→90.2％（89.0％） 

③超高速インターネット接続率（ 30Mbps 以上）（目標：100％） 

→91.5％（87.3％） 

超高速インターネット接続率（100Mbps 以上） 

→62.5％（48.3％） 

④普通教室の電子黒板整備率（目標：100％（1学級当たり 1台）) 

→26.7％（24.4％） 

 

 

【まとめ】 

・日本の世界における ICT の活用状況の遅れには驚愕した。 

・ICT の導入により、生徒の興味・関心を喚起したり、個々の習熟度や状況に

応じた、きめ細やかな指導ができること、自動採点による先生の負担軽減、

過疎地や離島の子供たちにとっても教育環境が飛躍的に向上したり、病気な

ど学校に来られない生徒と教室をつなぎ学習機会を確保したり、災害時に避

難所としての防災機能を発揮したりなど素晴らしいと感じた。 

・誰一人取り残さないＳＤＧｓの考えに則した教育環境の整備は素晴らしいと

感じた。 

・ICT 教育は、今後 Society5.0 の推進など様々な改革へつながることはもちろ

ん、大きな可能性を秘めたものであることを認識した。 

・日本における当市の ICT 機器整備の状況としては遅れている状況ではないこ

とを確認。今後も誰一人取り残されない教育環境の整備が必要であると感じ

た。 

  



市議会公明党行政視察報告書 

【視察研修項目】 移住定住促進について 

【視察場所】 栃木県宇都宮市 

【日程】 令和 1年 11 月 13 日（水）9:00～10:30 

【視察目的】 当市の人口減少・少子高齢化の現状を少しでも解消できる様、 

栃木県宇都宮市の先進的な取組を当市でも取り入れられないか 

考察する。 

【参加者】 市議会公明党 

      田口文数 ・ 糸魚川伸一 

【説明者】総合政策部 政策審議室 計画行政グループ 

 

宇都宮市（うつのみやし）は、栃木県の中部に位置する市

で、同県の県庁所在地である。1996 年 4 月 1 日より、中

核市に指定されている。全国 1719 市町村のうち 26 位の

人口。また、北関東最大の都市かつ、首都圏の都市として

も 10位の人口を擁する。本市を中心市とする宇都宮都市

圏は、政令指定都市を除く都市圏として日本最大である。

宇都宮市は「住みよさ」を順位付けする「東洋経済新報

社」の調査で、人口 50 万人以上の全国 28 都市のうち 5

年連続で 1 位を獲得し、その後も高い順位を維持してい

る。                

面積：416.85km2 

総人口：520,157 人（2019 年 1月 1日現在） 

 

【視察研修内容】 

移住定住の取り組みについて（人口減少への対応） 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

【特徴】 

・家計収入と可処分所得は東京圏の主要都市と同等 

・東京圏より住環境がよく生活設計がしやすい 

・通勤時間も短く働きやすい 

・妊産婦さんの健康をサポート 

 

【住みよさランキング全国 1位】 

安心度：8位 

利便度：5位 

快適度：8位 

富裕度：8位 

住居水準充実度：5位 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A0%83%E6%9C%A8%E7%9C%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9C%E7%9C%8C%E5%BA%81%E6%89%80%E5%9C%A8%E5%9C%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/1996%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1996%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E6%A0%B8%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E6%A0%B8%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%97%E9%96%A2%E6%9D%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A6%96%E9%83%BD%E5%9C%8F_(%E6%97%A5%E6%9C%AC)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%87%E9%83%BD%E5%AE%AE%E9%83%BD%E5%B8%82%E5%9C%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%87%E9%83%BD%E5%AE%AE%E9%83%BD%E5%B8%82%E5%9C%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BF%E4%BB%A4%E6%8C%87%E5%AE%9A%E9%83%BD%E5%B8%82
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/014/473/1706-3.pdf
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%B4%8B%E7%B5%8C%E6%B8%88%E6%96%B0%E5%A0%B1%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%B4%8B%E7%B5%8C%E6%B8%88%E6%96%B0%E5%A0%B1%E7%A4%BE
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%96%B9%E3%82%AD%E3%83%AD%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%83%88%E3%83%AB


１．現状の課題について 

上記の様な住みよさは良いが、人口減少が課題。現在 52 万人であるが、2050

年には推定 45 万人へと減少。宇都宮からの流出移住先は東京圏である。東京圏

への流出をいかに抑えるかが大きな課題である。 

 

２．現状の課題に対しての取組みについて 

 

（１）第 6次宇都宮市総合計画の策定：2050 年を目標年次とする未来都市計画 

「基本構想」・「基本計画」・「実施計画」の 3 層構造で構成、目標年次：2050

年。 

◎宇都宮市のあるべき将来像を設定し、これを実現するための施策の基

本方向を明らかにしたもの。 

◎基本計画・実施計画、その他行政各分野の計画や施策の目標・指針と

なるもの。 

◎議会の議決を経て定めるもの「地方自治法第 96 条第 2 項の規定に基

づく条例」。 

 

 

（２）人口減少・人口構造の変化に対応するための 3つのプロジェクト 

 

①ネットワーク型コンパクトシティ 

目指す都市の姿である「ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に向

けて、平成 21 年 9 月に策定した「宇都宮都市交通戦略」に基づき、多様

な交通手段が連携した総合的な交通ネットワークの構築に取り組む。 

LRT の整備が進捗してきたことに加え、少子・高齢化の更なる進行や観



光需要の増加・多様化、自動運転技術等の科学技術の飛躍的な進歩など、

宇都宮市の交通を取り巻く環境は大きく変化。「第6次宇都宮市総合計画」

に掲げた「交通の未来都市」の実現に向けた、誰もが安心して快適に移動

できる総合的な交通ネットワークの構築の取組をより一層推進するため、

今後の本市交通施策の指針として平成 31 年 3 月に「第 2次宇都宮都市交

通戦略」を策定。 

 

※LRT（次世代型路面電車システム）とは、「Light Rail Transit（ライ

ト・レール・トランジット）」の略称。各種交通との連携や低床式車両

（LRV）の活用、軌道・停留場の改良による乗降の容易性などの面で優

れた特徴がある次世代の交通システム。 

 

②ICT による利便性向上 

ＡＩ、ロボット、ドローンなどをはじめとする ICT によって市民の身近

な暮らしの利便性を向上させ活力あるまちの形成を図る。 

 

 

 

  ③ブランド発掘・創造・発信 

市民が誇りを持って住み続けることができ、人や企業に選ばれるまちとな

るよう、女性をはじめ、誰もが活躍できる社会を創出するとともにブラン

ドの発掘・創造・発信を推進。 



 

 

（３）人口増への取り組み 

東京圏在住者 1,000 人に宇都宮市についてのウェブアンケート実施。住ま

いや仕事に関する情報、子育て・教育など生活環境に関する情報が不足し

ていることを認識。認知度を高めることが優先課題であるとし、開発費 750

万円をかけアプリを開発。移住する際、必要となる「働く」、「住まう」、「子

育て・教育」、「楽しむ」の情報を集約しています。質問には人口知能（AI）

が回答。プッシュ型による相談会やイベント情報等の発信、ライフスタイ

ルの紹介等、様々な情報を掲載 

アプリの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

【まとめ】 

  

HP でも確かに情報発信はできるが、受身で待つのみ。費用はかか

っても、もっと積極的に宇都宮のことをしってもらいたい。様々な情

報発信にプッシュ通知が効果的と。 

 

特徴①移住検討者が欲しい情報を提供 

特徴②人口知能ＡＩを活用 

特徴③魅力・住みやすさの情報を提供 

 



【まとめ】 

◎大都市である宇都宮市でさえこれからの人口減少に憂慮し対策に注力。 

◎関係人口を増やすには情報発信が何より大切。当市には当市にしかない魅力

がたくさんある。まずは当市のことを知ってもらうことが重要であることを

再認識。手段はどうであれ特に若い人たちへの情報発信が重要である。必要

としている情報は何か？生活・環境等必要な情報を必要な時に必要な情報を

提供することが大切。 

◎働く場の創出が非常に重要である。働く場のあることが重要であることは言

うまでもないが、若い人たちが安心して働け、将来に向けても安心して住め

る様企業の誘致が必要。女性の市外への流出を抑えるためにも、女性に特化

した働ける環境づくりが大切。 

◎人口構造の変化に対応したまちづくりが大変重要である。当市においては、

市民の移動手段が大きな課題であると考える。これからのまちづくりについ

て当市が進めて行こうとしている方向へ強力に進めることが大切である。 

◎リニア中央新幹線開業は当市においては千載一遇のチャンスである。この機

を最大限活かしてゆかねばならない。 

 

  



市議会公明党行政視察報告書 

【視察研修項目】 学校教育における ICT 教育の推進、活用について 

草加サタデースクールの取り組みについて 

【視察場所】 埼玉県草加市 

【日程】 令和 1年 11 月 14 日（木） 10:15～1:30 

【視察目的】 文部科学省方針にて進めることが決定されている ICT 教育について、

埼玉県草加市の先進的な取組について、そして、日本でも珍しい取組の

サタデースクールについて当市でも取り込みができないか考察する。 

【参加者】 市議会公明党 

       田口文数 ・ 糸魚川伸一 

【説明者】 教育総務部 指導課  

 

                                        

江戸時代、日光街道で江戸から 2つ目

の宿場町草加宿として栄え、その周辺

部は水田地帯で稲作が盛んであった。

戦後当初は 5万人にも満たなかったが、

高度経済成長期における 1963 年（昭

和 38年）の松原団地の造成や、東武伊

勢崎線と営団地下鉄（現東京メトロ）

日比谷線の相互直通運転開始により

人口が爆発的に増大し、急激な都市化が進行した。それに伴い移住して来た人々が多いため

市民の平均年齢は比較的若い。また、2003 年（平成 15年）3月 19 日からは半蔵門線・東急

田園都市線との相互直通運転も開始され、都心への利便性が更に向上している。毛長川を隔

てて東京都足立区と接しており、東京に通勤・通学する、いわゆる「埼玉都民」が多く、市

内の広範に住宅地が広がる。一時期の団塊ジュニア時代よりも草加市の子供の人口は少な

いものの、若年層の人口は比較的多い。  

面積：27.46km2 

総人口：249,723 人（2019 年 10 月 1 日現在） 
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【視察研修内容】  

１．学校教育における ICT 教育の推進、活用について 

（１）ICT 機器の整備の状況 

平成 28年度から 30年度までの3年間で全小中学校にグループ学習用タブ

レット 10 台、電子黒板１台から 4 台。プロジェクター設置型ホワイトボ

ード・タブレットセット 9台から 11 台を整備。平成 29 年度のコンピュー

タ室のパソコン入れ替え整備において、サーバータブレット（生徒用 40 台

＋教員用１台）、プリンター、プロジェクター設置型ホワイボード・タブレ

ットセット 8台、ソフトウエア、プログラミングロボット 2台を合わせて

まとめた整備を行っている。 

※令和元年度に、校務用サーバー群及び校務用 PC の入れ替えを行って

いる。今後、児童生徒用タブレットの追加整備を予定。 

 

（２）校内インフラ 

全小中学校に普通教室と体育館等へ校内LAN整備し校内ネットワークを接

続している。 

※今後特別教育へのネットワーク整備を検討。 

 

（３）事業費 

年度 小学校（21 校） 中学校（11 校） 合計（32 校） 

平成 28 年度 136,823,607 円 58,351,087 円 195,174,694 円 

平成 29 年度 159,786,937 円 71,191,359 円 230,978,296 円 

平成 30 年度 157,520,834 円 87,175,136 円 244,695,970 円 

※国や県の補助はなし。 

ICT 機器の導入は首長のリーダーシップで進めている。 

 

（４）連携した企業について 

・富士電機 IT ソリューションズ株式会社 

→機器の故障対応及び ICT 支援員派遣 

・株式会社ベネッセコーポレーション 

→ミライシード活用法の研修会 

※ミライシード：ベネッセ開発のソフト 

 

 

 

 



（５）教員の支援・研修について 

ICT 支援員による ICT 支援とプログラミング教育を実施 

◎平成 30 年度実績：3時間/日 2 回/月 20 回/年  

費用:単価：25,500 円/回（消費税抜き） 

  平成 30 年度 

小学校（21 校） 6,940,080 円 

中学校（１１校） 3,635,280 円 

合計（３２校） 10,575,360 円 

 

（６）ICT 機器導入後の生徒の意識や取組について  

・導入時に画像や動画を見せてから活動に入ると意欲的に活動する。 

・作品やノート等の画像を見せながら生徒に発表してもらうと話を真剣 

に聞く。 

・体育ではタブレットで撮った画像や動画を見せると、活発に教えあったり、

高めあったりする。 

 

（７）デジタル教科書の導入予定について  

・小学校は算数と外国語、各学校が選択した１教科の計 3つの教師用のデジ

タル教科書を導入予定。 

※指導用は来年度（R3）導入予定 

 

（８）ICT 教育に対する教職員について  

・現状の整備状況で課題を感じつつ今の状況でできることを視点に入れ、前

向きにとらえ、様々な研修会で協議。機器の導入が目的ではない。いかに

活用するかが重要。ICT 支援員の増員が必要。 

 

（９）ICT 教育の効果について  

・画像や動画などの活用で、意欲的に活動したり、学習内容の理解をより一

層深めている。 

・生徒のノート等の提示が可能となり、話し合いが活性化。 

 

（１０）先生の負担について  

・軽減された内容：授業で使用していた教材の掲示の作成時間の減少 

・増加した内容 ：機器の使用方法の習得、機器の準備・片付け 

 

 



（１１）双方向型授業について  

・１台/4 人のグループ学習用タブレットを活用。問題可決に向けた話し 合

い活動を行い、考えを広げ深めている。話し合い後は、電子黒板で発表し、

説明・質問・指摘等の活動をしている。 

・体育での動画再生についてはより良い動きについて生徒が話し合い活 

動をしている。 

 

（１２）生徒の心身への影響について  

・今のところ、心身に影響を及ぼすところまで ICT 機器を使い込んでいな 

い。ICT 機器を使用した授業量がこれから増えた場合はそうした影響も考

慮しなくてはならない。 

 

（１３）ICT 機器導入への保護者への負担ついて  

・保護者負担はない 

 

【まとめ】 

1. ICT 教育についてのメリット・デメリット 

◎良さ（メリット） 

・先生・生徒双方向でのやりとりでわからない生徒を把握 

・ビジュアル的に捉えることができるので生徒の関心度向上 

・グループでの話し合いなどが活発的に行われている 

・教育に格差がなくなる（全国的に同じレベルの教育が可能） 

◎問題・課題（デメリット） 

 ・ICT 機器に慣れていない先生に負担がかかる 

 ・まだまだ導入したばかりで ICT 機器を使いこなせていない 

 ・ICT 機器に不具合が出た場合の授業の一時停止 

 ・草加市としてはこれだけ導入してもまだまだ十分であると感じていない 

 ・ICT 教育を充実させるためには、支援員の存在なくしてはできない 

 ・ICT 教育による教育の成果は目に見えるものではないため、その効果を把握

しづらい 

 

当市での導入にあたっては、メリットは十分に考えられるがその反対の問題

や課題などもしっかり検討が必要。教育現場で混乱が発生する可能性があると

感じる。ICT 機器も日々進化を続けている。買い取りはリスクが高い。また、

故障などの急なリスクについてもリースが良いと感じた。ICT 支援員の存在が

大きいため、教育現場・学校との綿密な連携、及び、先生への研修・フォロー



の体制確立が必要であると感じた。まだまだ、こうした ICT 教育については始

まったばかりであり、今後もいくつもの課題や困難が出てくるとは思われるが、

生徒にとっては非常に有効な教育手段であると感じた。 

 

２．ICT 機器導入の教育以外での効果 

体育館などは災害時には避難所ともなる可能性がある。こうした際に情報発

信が可能となり非常に有益であると感じた。 

 

２ 草加サタデースクールの取り組みについて 

 

（１）導入の経緯 

◎平成 14 年 ・ゆとり教育の実施に伴う授業時間の減少。 

・授業：完全 5日制 

     

→全国・埼玉県の学力・学習状況調査の結果が全国・県を下回る項目発

生。学力低下への懸念 

◎土曜授業について市議会でも毎年質問あり 

    平成 26 年学校教育法施行規則が改正されたことに伴い、土曜日等での

授業が可能に。保護者へ当該授業アンケートを実施し、保護者からは実

施と授業時間数の確保を求める要望が出た。 

◎平成 27 年 

・振替なしの土曜授業の先行実施（小学校 1校で 1回/学期 ） 

・土曜日等の教育活動検討委員会設置要綱の制定 

・土曜日等の教育活動検討委員会、及び、土曜授業検討プロジェクトチ

ーム設置 

・保護者からの大きなクレームなし。 

    →むしろ、学校行事を土曜日に設定してもらえることにより仕事を休

まないで参加できると賞賛の声あり。 

・土曜授業を増やす要望多数（授業時間の確保・学力向上） 

 

（２）実施による課題 

・個人の習い事や大会などの日程が重なる 

・土曜日も給食の提供をお願いしたい 

  

 

 



（３）生徒の学力 

・年間数日の授業日数・時間増加だけでは大きな効果は考えられないが、

着実に効果は出てきている。 

  

（４）現在の実施状況 

5 日/年 実施 

→授業時間数の十分な確保 

→土曜日等における生徒の有意義な過ごし方の支援 

→開かれた学校づくりの一層の推進 

→自然教室の実施（宿泊体験） 

→草加寺子屋の実施（18 回/年） 

 

（５）Ｑ＆Ａ 

Ｑ：草加寺子屋とは。 

Ａ： 開催場所：市内小学校 21 校で実施。 

      定員：70 名程度（35 名/教室） 

      対象：小学校 3年生から 6年生。 

      時間：9：00-11：00 

      内容：国語と算数。児童の持参したドリル等及び教育委員会の準備

したプリントを学習。 

 

Ｑ：草加寺子屋の学習支援員の現状は。 

Ａ：管理運営：退職校長会等に依頼をしています。 

     学習支援員：各校の学校応援団等の人材を活用、及び、地域の方、大

学生 

     説明会：運営管理員説明会・学習支援員説明会。 

     参加児童数：727 名（R1 年度） 

     運営管理：運営管理員を中心に、学習支援員による児童の学習支援。 

          各学校の管理職の協力。 

 

Ｑ：サタデースクールを含めた年間授業日数は。 

Ａ：小学校 205 日、中学校 205 日。 

 

Ｑ：サタデースクールについて教職員から不満は。 

Ａ：負担に感じている教職員は多い。 

 



Ｑ：サタデースクール年間開催日数を今後増やす予定は。 

Ａ：今のところ予定なし。 

 

【まとめ】 

ゆとり教育により様々な影響が出ていることに対し、どう対応するかを行動に

移されているところが素晴らしいと感じました。人との接触が希薄となってき

ている現在、東京に近いという地域的な問題もあろうかと感じました。宝物であ

る子供たちを、地域を挙げて育てて行こうとされる関係各位のお姿が浮かんで

来る印象でした。 

  



別記様式・添付資料  

 

 
 

令和１年度会派研修報告書  

 

 

 

１．期   日  

 令和１年 11 月 18 日（月）～11 月 19 日（火）   

   

   

   

   

 

 

２．研 修 先  

 滋賀県大津市   

   公益財団法人全国市町村研修財団   

   全国市町村国際文化研修所   

   

   

 

 

３．目   的  

 令和元年度 第 2 回市町村議会議員特別セミナー   

 星野菜穂子 地方行財政の現状と課題   

 青山彰久    自治・分権の志はどこへいったのか 

―基礎自治体の行方を考えながら  

 

 井熊均   最先端技術で変わる地域と自治体の未来   

 増田寛也  2040 年に向けた自治体の課題と展望   

 

 

 

４．参加者氏名  

 田口 文数   

 糸魚川 伸一   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

５．説 明 内 容  

 別紙資料   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ※添付できる資料がありましたら、報告書に添付してください。  

 



市議会公明党研修報告書 

【視察研修項目】 第２回市町村議会議員特別セミナー 

【視察場所】 滋賀県大津市唐崎 公益財団法人全国市町村研修財団 

                全国市町村国際文化研修所 

【日程】 令和元年 11 月 18 日（月）・11 月 19 日（火） 

【視察目的】 人口減少・少子高齢化社会における今後の展望についての研鑽 

【参加者】 市議会公明党 

      田口文数 ・ 糸魚川伸一 

 

【研修内容】  

令和元年度 第 2回市町村議会議員特別セミナー 

 

・地方行財政の現状と課題・日本の地方財政の特徴 

・地方財政計画でみた姿・近年の地方行財政の課題 

・基礎自治体の行方 

・生活・文化・自然・歴史について地域と自治を考える手がかり 

・地方議会と地方議員のミッション 

・2000 年分権改革とその反動 

・住み心地よき地域・最先端技術で変わる地域と自治体の未来 

・成長戦略は第四次産業革命・デジタルの力で現実を変える社会が到来 

・電子自治体時代との違い・広がるＩoＴ（公共サービス・民間・防災・介護）  

・自治体も変わる・2040 年に向けた自治体の課題と展望 

・日本の東京圏と地方の状況・第２期における新たな視点 

・関係人口の創出・拡大 

・Society5.0 時代の地方 

 

【まとめ】 

2008 年にピークを迎えていた人口も 2065 年には総人口が 9 千万人を割り込み

高齢化率は 38％になることが見込まれている。現状では、東京圏への転入が一

極集中している。まち・ひと・しごと創生総合戦略第２期においては、関係人口

の創出・拡大、Society5.0 の実現に向けた技術の活用、ＳＤＧｓを原動力とし

た創生、人材育成、誰もが活躍できる社会づくり等が鍵に。 

情報通信技術も 20 年前とはけた違いに進化しており、関係者間の情報のやりと

りが中心であった時代からＡＩにより人やモノが連動する時代となった。自治

体作業・上下水・施設運営・インフラ・教育・介護・防災等ありとあらゆるもの



が変わる時代となる。効率化することにより、教育・福祉・防災へも今以上にお

金を回すこともできる様になる。こうした環境の変化に伴い、これからは「人の

誘致」が鍵となる。生きる場として田舎の強みを発揮していくことが大切となる。

Society5.0 の実現で地方にもチャンスが到来する可能性があると感じた。 

 議員として、市民の生活実態と感覚を基に感性を磨き、地域を全体として展望

しながら地域をつくる地域づくりのプロであらねばならない。子供を産み育て

やすい環境は住みやすい地域である。安心して暮らし続けられる仕組みを作る。

地域で起きている様々な課題を住民参加の新しい政策を、また、様々に連帯して

いく地方自治をつくってゆかねばならない。当市の少子高齢化・人口減少を乗り

越えるために、「生活・文化・自然・歴史」を紐解き、モノの豊かさではなく自

然と共に生きていく豊かさや共同体の中で暮らす幸せなど当市の魅力を発信し

ていくことがあらためて大切だと感じた。 


